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５ 役付職員の調べ
（令和元年８月１日現在）

年 月

課長補佐 森岡　潤一 0 1

課長補佐

4

課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

宮永　二郎

4

氏　　　　　　名

・中小企業等協同組合、商工組合に関すること
・商工団体に関すること
・中小企業の指導、診断に関すること
・商業施策の企画、商業振興に関すること
・中心市街地活性化に関すること

経営革新・経営改善担当

 計

課長補佐 岩田　圭生 2

職　　　　　名

過不足(△)

１　前年度指摘事項等に対する措置等

課長

課　　　　名

定　　　　員

備　　　　　考

在職期間
備　　　　考

係（担当）名

・中小企業経営革新支援に関すること
・商圏拡大・需要獲得支援に関すること

金融担当
・商工業金融に関すること
・貸金業に関すること

商業・観光産業・団体担当

0

臨 時 職 員

4

監　査　意　見
各商工団体と県内企業が連携して取組んだ優良事例を県ホームページに
公開した。

６　経営革新総合支援事業の実施状況の公
開について

措置状況等

　県内企業を積極的に支援する事業である
ことから、当該事業支援後のフォローの状
況について、個別企業の機微情報に配慮し
た上で県民に明らかにされたい。

現　　　　員

企業支援課

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員

非常勤職員

足立　浩司 1



６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

856,420 0 0 856,420

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

県内中小企業の経営革新を支援し、県内産業の高付加価値化を図る。

　事業の実施状況

＜計画認定の概要等＞

＜補助事業の概要等＞

①県内中小企業の新事業展開に対して企業の成長段階や経営戦略に応じた総合的な支援を行い、中小・小規
模事業者の新商品・サービス開発等のチャレンジを促進した。

※スタート型の計画認定件数と補助金交付決定件数の差（２件）は、計画認定後、補助金申請がなされなかった
もの（１件）、補助金交付申請が不採択になったもの（１件）である。
※生産性向上型の計画認定件数と補助金交付決定件数の差（２件）は、過年度に計画認定したものが交付申請
され、交付決定したことによる。

元気づくり総合戦略
３　幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ　～鳥取＋rhythm～
（２）働く場　（１）鳥取県産業の特徴を活かした正規雇用の場の拡大

（ア）

（イ）

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

鳥取県版経営革新総合支援事業

鳥取元気プロジェクト （２）産業を元気に　県版経営革新のバージョンアップにより戦略的に県内中小企業を支援

区分
スタート型

（県版経営革新）
生産性向上型

（県版経営革新）
成長・拡大型

（法承認経営革新）

対象事業
小規模事業者を中心とした企
業における新たな取組で、計
画期間が２年以内のもの。

本業・新事業問わず、生産性向
上による経営強化を目指す取組
で、計画期間が２年以内のもの。

スタート型からのステップアップ
や事業拡大型の新たな取組等
で、計画期間が３～５年以内のも
の。

計画認定
（承認）基準

付加価値額、経常利益、売
上のいずれかが増加し、当該
企業にとって新たな取組であ
ること。

中小企業等経営強化法第１３条
第３項に定める主務大臣の認定
を受けた計画であり、労働生産性
等が向上する取組であること。

付加価値額年率３％以上及び経
常利益年率１％以上が向上し、
当該企業にとって新たな取組で
あり、ビジネスを展開するエリア
において相当程度普及していな
いもの。

計画認定の機関

計画認定（承認）件数 ５０件 １１７件 ２件

県

区分
スタート型

（県版経営革新）
生産性向上型

（県版経営革新）
成長・拡大型

（法承認経営革新）

補助限度額 ２００万円
５００万円

（高度枠１，０００万円）
１，０００万円

補助メニュー
〔補助率〕

補助事業の期間 ２４ヵ月以内 ２４ヵ月以内 ３６ヵ月以内

補助事業の実施機関 商工団体 商工団体 県

補助金交付決定件数 ４８件 １１９件 ２件

補助金交付額（全体） ７０，１８８千円

うちH３０年度事業分 ０千円

６７５，０９６千円

５，６８３千円

商品開発・販路開拓等〔１/２〕　設備投資〔２/３〕　正規雇用奨励〔１０/１０〕
　⇒企業が経営革新計画に応じて１つ以上のメニューを選択。



【参考】県版経営革新に係る補助件数・金額の推移（Ｈ２７～）

②働き方改革の取組（就労環境改善やワーク・ライフ・バランス促進、業務効率化システム導入等）を支援した。

③中部地震発生後、速やかに各商工関係団体等と連携し、被災した施設設備の原状回復を支援した。

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

➀県内企業の働き方改革を促進するとともに、取組をモデル化し、他の県内中小企業者への普及啓発を図ること
を目的として県版経営革新「働き方改革型」を新設。

③地震発生後、「復旧・復興型」により速やかに各商工団体と連携し、被災した施設設備の原状回復を支援した。
また、「復旧・復興型」の活用後、「スタート型」、「生産性向上型」等を活用し、新たな事業展開に取り組む企業も
現れている。

②就労環境改善やワーク・ライフ・バランス促進、業務効率化システム導入等による働き方改革の取組を支援し
た（交付決定８社うち事業完了２社）。引き続き、とっとり働き方改革支援センターと連携して、事業完了２社のフォ
ローアップ及び事業未完了６社の補助事業実施をフォローしていく。

①H３０年度には、スタート型５０件、生産性向上型１１７件、成長・拡大型２件の申請があり、県内企業の新商品
開発や販路拡大、生産性向上に寄与している。特に労働人口の高齢化や人手不足を背景に、県内企業の生産
性向上に対する意識は高く、平成２９年度に引き続き、人材育成や設備投資による生産性向上及び経営力強化
を支援した。

②鳥取県中部地震発生後、速やかに各商工団体と連携し、県内企業の復旧・復興を支援した。当初は申請受付
を平成２８年度末までとしていたが、工事の進捗状況を鑑み、制度を延長し平成２９年度末まで申請を受け付け
た。併せて、事業実施期間も平成３１年３月末まで延長可とし、復旧工事の集中及び人手不足による修繕着工の
遅れに柔軟に対応した。

※県版経営革新総合支援事業は、Ｈ27年度から県版・法承認２つの認定・承認制度と各々関
連する５つの支援制度を統合し、総合メニュー化し、これまで制度運用している。
※H27県版は、制度に対する企業ニーズ増のため増額補正を実施した結果、補助件数が多く
なっている。

区分 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

440件 212件 182件

221,115千円 765,082千円 639,397千円

13件 14件 7件

37,270千円 36,994千円 55,871千円

県版

法承認

区分

対象事業

補助限度額

補助メニュー〔補助率〕

補助事業の期間

補助金交付決定件数

補助金交付額 ２，９４６千円

働き方改革型
（県版経営革新）

県内中小企業者が実施する働き方改革の取組で、広く県内中小企業者が実施可能なモデルとな
る取組。

２００万円

 2/3

１２ヶ月以内

８件

区分

対象事業

補助限度額

補助率

補助事業の期間

補助金交付決定件数

補助金交付額

５３０件（H２８：３１１件、H２９：２１９件、H３０：０件）

１０５，７２５千円（H３０現年）
　１６，４４３千円（H３０事故）

復旧・復興型
（県版経営革新）

鳥取県中部地震により施設・設備に被害を受けた県内に事業所を有する中小・小規模事業者が原
状回復のために行う改修等。

２００万円（事業費下限　３０万円）

 2/3

１２ヶ月以内



【H３０県版経営革新制度を活用した取組事例】

■旅館業（湯梨浜町）　※生産性向上型
調理場・宴会場の業務見直しによる生産性向上及び働き方改革の実現

■放送業（米子市）　※働き方改革型
効率的な勤務管理及び勤務時間インターバル制度の導入を通じた従業員のワークライフバランス制度の構築

■養鶏業（八頭町）　※成長・拡大型
中山間地のありのままを伝える滞在型農村リゾートの展開

エ 課　題

○勤怠管理システム導入による労働時間の適正把握やデータ入力作業の省力化により、時間外勤務削減による
ワークライフバランス促進を図る。また、勤務時間インターバル制度に対応した就労規則の改正により、従業員の
健康維持や適切な労務管理を図る。

○調理場の食器洗浄における作業動線の見直しと設備投資（食器洗浄機）による生産性向上に加え、旅館業特
有の変則勤務（１日２回出勤するタスキ掛け勤務）の見直し等による従業員の働きやすさを実現する。

　県版経営革新の制度創設（H24～）以降、労働人口減少による人手不足をはじめ県内企業を取り巻く環境は大
きく変化しており、今後は企業の内部・外部環境に即した支援施策で県内企業の成長拡大を支援することが課
題。
　特に、自動車産業や観光産業等の今後も大きな成長が見込まれる産業分野を重点産業分野に位置づけて強
力に支援するとともに、人手不足対応や従業員のワークライフバランス促進等を目的とした生産性向上・働き方
改革・技術革新等の取組に対する支援も重要であり、「鳥取県版経営革新総合支援補助金」と「企業立地事業補
助金」を統合した「鳥取県産業成長応援補助金」にて支援していきたい。

○都市部の個人・企業、学校教育関係をターゲットに、地域資源である小学校廃校を改修した宿泊施設の提供
や、地元住民と連携した旬野菜の収穫や川遊びなどの体験を通じたサービス提供により、自社の売上・雇用増加
を促進するとともに、観光客増加に伴う地域経済活性化を図る。

○華貴婦人ブランドとハローキティブランドのコラボ商品開発として、インバウンドに人気のある「カレー」、「しょう
ゆ」、「わさび」を主軸としたパッケージデザインを製作し、売上増を図る。また、サンリオとＪＲ西日本がコラボした
ハローキティ新幹線での車内販売や外国語によるパンフレットやターポリン等も作成し観光客をターゲットとした
販路開拓を展開する。

■サービス業（鳥取市）　※スタート型
インバウンド向けサンリオコラボ商品の開発と販路拡大



（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

502,465 0 141,012 361,453

239,923 0 0 239,923

345,347 0 0 345,347

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

①平成30年度企業自立サポート事業実績

※平成30年度新規貸付実績。（　　）は平成29年度実績。

企業自立サポート事業（制度金融費）

信用保証料負担軽減補助金

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

がんばる企業を応援！特別金融支援事業

元気づくり総合戦略 －

　 自立型経済への転換に向け、県内中小企業者等の新たな需要獲得のための新事業展開等のサポートや信用補完
が必要な小規模事業者等へのセーフティネット機能を果たすため、県内中小企業者等の事業の 活性化及び経営の
安定等に要する資金の円滑な調達を支援する。

 　県内の中小企業者等が金融機関から融資を受ける際に、県が金融機関の融資財源の一部を預託又は利息収入の
一部を金融機関に補助することにより、長期・低利の借入を実現する（事業名：企業自立サポート事業 （制度金融））。
併せて、中小企業者が信用保証協会の保証を受ける際の信用保証料を引き下げ、それに伴う減収相当額を信用保
証協会に補助することにより、中小企業者等の費用負担を軽減する（事業名：信用
   保証料負担軽減補助金）。また、災害等緊急対策資金（平成28年鳥取県中部地震対策枠）については、借
   入後５年間の利子及び保証料をゼロとするため、金融機関及び信用保証協会への補助率を増加させている
   （事業名：がんばる企業を応援！特別金融支援事業）。

元気づくり総合戦略
3　幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ　～鳥取＋rhythm～
(2)働く場　(1)鳥取県産業の特徴を活かした正規雇用の場の拡大

（ア）

（イ）

件数 金額（百万円）

(31)
76

(121)
258

(321)
336

(1,550)
1,630

(181)
157

(966)
977

(14)
25

(155)
273

(163)
127

(4,348)
3,711

(175)
134

(2,271)
1,481

(121)
105

(1,625)
1,461

(110)
123

(3,724)
3,734

(1)
1

(14)
81

(9)
34

(301)
847

(158)
24

(2,825)
613

(12)
11

(391)
373

(0)
1

(0)
15

(0)
1

(0)
7

(1,298)
1,155

(18,316)
15,466

事業承継支援資金
事業承継において、雇用の維持及び技術の継承を通じて地域経済の活
性化を図る融資　※H30.4～

働き方改革応援資金
従業員の労働環境改善等の働き方改革に関する資金（運転・設備）融資
※H30.4～

計

地域経済変動対策資金
為替相場や原材料価格等の急激な変動による経済変動事象を県が指
定・発動する融資　※1

災害等緊急対策資金
災害、突発的な事故等の指定災害等事象を県が指定することにより発動
する融資　※2

流動資産担保融資
中小企業者等の有する売掛又は棚卸債権（法人のみ）を担保とする事業
資金（運転・設備）融資

経営安定支援借換資金
経営改善を行うための信用保証付きの既存借入金の借換等のための融
資

経営再生円滑化借換特
別資金

金融機関、保証協会、商工団体等の支援を受けて経営の再生に取り組
むために行う借換等の融資

再生支援資金 再生事業を実施するための融資

新事業展開資金 新分野進出、経営革新等を行う中小企業者等に対する融資

新規需要開拓設備資金
業態転換など新たな需要を獲得するための設備投資を後押しする超長
期の設備資金

経営体質強化資金 全業種対応のニューマネー資金「県版のセーフティネット資金」

中小企業小口融資 小規模・零細企業者等に対する事業資金（運転・設備）融資

小規模事業者融資
小規模・零細企業者等に対する事業資金（運転・設備）融資　※小口融
資の補完

創業支援資金
創業する個人や分社化する中小企業者等に対する事業資金（運転・設
備）融資

資金名
新規実行金額

資金の概要



○利子補助率：0.32％～2.10％

　　※借入後5年間の災害等緊急対策資金（平成28年中部地震対策枠）は1.865％～2.600％

　　　（利子全額）を補助。

・補助金額　　　　　597,266千円　（628,599千円）　　※（　　）は平成29年度実績。　

　　　うち事業名「企業自立サポート事業（制度金融費）」　　　　　361,453千円

　　　うち事業名「がんばる企業を応援！特別金融支援事業」　　235,813千円

○預託割合：0.417～0.161　※H17年度以前融資実行分について預託を継続

・預託額　　　　　　　141,012千円（173,754千円）　　　※（　　）は平成29年度実績。

　　　全て事業名「企業自立サポート事業（制度金融費）」

※1　地域経済変動対策資金発動実績（平成30年度）

※2　災害等緊急対策資金発動実績（平成30年度）

②信用保証料負担軽減補助金実績

　　※借入後5年間の災害等緊急対策資金（平成28年中部地震対策枠）は0.45％～1.90％

　　　（保証料全額）を補助。

・補助金額　　 　　　349,210千円（252,586千円）　　※（　　）は平成29年度実績。

　　　うち事業名「保証料負担軽減補助金」　　　　　　　　　　　　　 　　239,923千円

　　　うち事業名「がんばる企業を応援！特別金融支援事業」　　　　109,287千円

③中部地震復興支援利子補助金（事業名「がんばる企業を応援！特別金融支援事業」

　　中堅・大企業が行った平成28年中部地震からの復旧のための借入について、利息

　　相当額を5年間補助。

・補助金額　　　247千円（342千円）　　　　　　　※（　　）は平成29年度実績。

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

年度途中に発生した経済活動に影響を与える事象に対して対策資金を機動的に発動し、県内中小企業者

等の資金需要に対応できる環境を整えた。

「地域経済変動対策資金（燃油価格の高騰）」

「災害等緊急対策資金（大阪北部地震、7月豪雨、台風21号、台風24号）」

ウ 成果及び効果

　地域経済変動対策資金（燃油価格の高騰）においては、平成31年3月末まで受付を行い、27件・543,310千円

の利用があり、燃油高騰に関する資金需要に対応した。同資金は運送業の利用が多い。

　全体では県制度融資利用は大きく減少し、平成30年度の県制度融資新規実行額は対前年度比84.4％の

15,466百万円だった。本制度の条件となっている信用保証の新規承諾が減少（対前年度比86.3％）しており、

景況の安定と金利水準の低下により融資が信用保証のない融資(プロパー融資)に移行しているものと想定される。

　さらに、事業承継支援資金、働き方改革応援資金、中部地震復興商業・サービス活性化支援資金の創設

により、新たな事業展開等を推進した。

エ 課　題

　経営に支障が生じている企業への金融支援と経営支援の一体的な推進体制を継続するとともに、経済変動

を注視しつつ、時代のニーズに合った支援体制を構築していく。

燃油価格の高騰（H30.6～H31.3） 平成30年度の燃油価格の高騰（利用実績27件　543,310千円）

項目 対応する事象等

平成30年7月　豪雨（H30.7～H31.3）年 平成30年7月に発生した豪雨（利用実績19件　290,100千円）

平成30年台風21号（H30.9～H31.3） 平成30年台風21号（利用実績0件　0千円）

平成30年台風24号（H30.10～H31.3） 平成30年台風24号（利用実績1件　6,000千円）

項目 対応する事象等

平成30年6月　大阪北部地震
（H30.6～H31.3）

平成30年6月に発生した大阪北部地震
（利用実績0件　0千円）



（単位：千円）

◆交付金額 ◆交付対象職員配置状況（H31.3.31現在）

※１　交付対象：経営支援に従事する職員人件費・事業費

※２　交付対象職員：経営支援専門員、経営企画員、商工会支援員、経営支援員


○金融、税務、労働等に関する巡回・窓口相談及びセミナーの開催等による支援

　 ○小規模事業者の新たな事業展開や経営再生等の取組みに対するコンサルティング支援

エ　課題
事業承継、海外展開、農商工連携等、より一層多様化・高度化する小規模事業者等の経営課題や支援ニー

ズに対応するために、商工団体の経営支援専門員等の一層の資質向上を促進することが重要である。

（※１）法承認・・・中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認制度。

（※２）とっとり企業支援ネットワーク・・・鳥取県経営サポートセンター、商工団体、金融機関、鳥取県信用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保証協会、産業支援機関の20機関が参画。

イ　平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点
　特になし。

ウ　成果及び効果
中小・小規模事業者に対して密着した経営サポートを展開し、金融、税務、労務等のほか、販路開拓、新事業

展開等のより高度な経営課題の解決に向けた取組みを支援することができた。

創業支援
創業予定者等に対する個別相談・支援や創業塾の開催等によるノウ

ハウの提供、及び創業後のフォロー等による支援を行った。

相談支援
　226件

（うち創業
　　153件）

とっとり企業支
援ネットワーク
（※２）

中小企業の経営再生に向けて、商工団体が中心となり金融機関や産
業支援機関等との連携をコーディネートし、経営支援と金融支援の一体
的な支援を実施した。

24件

経
営
革
新
計
画

法承認
（※１）

３～５年のビジネスプラン策定に対する立案・指導・助言など個々の事
業者に密着して支援を行い、小規模事業者の新事業展開等を支援し
た。

2件

県版
法承認に繋げる１～２年の新たな事業計画の策定に向けた事業者の

取組みを支援するとともに、県からの委任により、補助金の交付決定、
現地調査、額の確定、支払事務等を実施した。

167件

商工会・連合会 53,895件 245件

項目 支援内容 件数等

　【主な経営支援】

47人 97人 16人

４商工会議所 20,832件 269件
団体 巡回・窓口相談 セミナーの開催等

４商工会議所 264,084,473 交付対象職員数

商工会連合会 599,633,000
計 863,717,473

（ア）目的
　小規模事業者等の経営上の課題を解決し、自立や向上発展を促進する。
（イ）事業の実施状況
　商工会議所、商工会又は商工会連合会が小規模事業者等を対象とした経営改善普及事業（金融、税務、経
理、労務等、企業経営の基礎的相談支援に関する事業）、小規模基本法の理念に基づく企業の成長段階に応
じた伴走型の支援（起業・創業、販路開拓、新事業展開など）を積極的に行うことができるよう、経営支援専門員
の定数を確保するとともに団体ごとに必要な事業費を配分した。

交付先 交付金額（円） 団体 ４商工会議所 18商工会 連合会

ア　目的及び事業の実施状況

鳥取元気プロジェクト 　－

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

鳥取県小規模事業者等経営支援交付金 863,717 0 0 863,717

元気づくり総合戦略 　－



７　決 算 調 書

   一般会計（歳入） （単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ

   一般会計（歳出） （単位：円）

継 続 費 及 び 予 備 費
繰 越 事 業 費 支 出 及 び
繰 越 額 流 用 増 減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ

歳
　
　
　
　
　
出

0
（9,904,682）
102,241,628

合　　　　　計 3,248,818,000 △ 106,588,000
（26,346,901）

26,346,901
0

（26,346,901）
3,168,576,901

（16,442,219）
3,015,951,169

（16,442,219）
3,015,740,169

211,000 20,000,000
（9,904,682）
132,625,732

中 小 企 業 振 興 費 1,025,323,000 △ 67,580,000
（26,346,901）

26,346,901
0

（26,346,901）
984,089,901

（16,442,219）
881,848,273

（16,442,219）
881,848,273

0

金 融 対 策 費 1,166,894,000 △ 41,453,000 0 0 1,125,441,000 1,116,564,996 1,116,564,996 0

1,059,046,000 1,017,537,900 1,017,326,900 211,000 20,000,000 21,508,100商 業 振 興 費 1,056,601,000 2,445,000 0 0

0 8,876,004

差引増減額
備　考

当初予算額 補正予算額
計

本　　庁 出納機関

226,926,923 226,926,923 0 0

区
　
分

科　　目

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額
決算額

決算額の内訳

26,346,901 26,346,901 0 0

翌 年 度
繰 越 額

歳
　
　
　
　
　
　
入

0

0

合　　　　　計 210,994,000 △ 11,007,000 26,346,901 226,333,901

4,113,702 4,113,702 0 0

繰 越 金 0 0 26,346,901 26,346,901

雑 入 57,000 0 0 57,000

企業自立サポート事
業貸付金元利収入

170,264,000 △ 29,252,000 0 141,012,000 141,012,000 141,012,000 0 0

鳥 取 元 気 づ く り
推 進 基 金 繰 入 金

0 20,000,000 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000 0

中小企業近代化資金助
成事業特別会計繰入金 25,708,000 △ 1,755,000 0 23,953,000 23,569,800 23,569,800 0 0

商工費国庫補助金 14,965,000 0 0 14,965,000 11,884,520 11,884,520 0

区
　
分

科　　目

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額
調　定　額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

備　　　　　考
当初予算額 補正予算額

継続費及び繰越事業費
繰越財源充当額

計



　中小企業近代化資金助成事業特別会計（歳入） （単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ

　中小企業近代化資金助成事業特別会計（歳出） （単位：円）

継 続 費 及 び 予 備 費
繰 越 事 業 費 支 出 及 び
繰 越 額 流 用 増 減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ

諸 費 53,246,000 △ 5,267,000 0 0 47,979,000 47,007,886

53,256,000 51,452,836 51,452,836 0 0 1,803,164

47,007,886 0 0 971,114

0 0

合　　　　　計 62,023,000 △ 8,767,000 0 0

0 832,0500 957,000 124,950 124,950 0

4,320,000 4,320,000 4,320,000 0歳
　
　
　
　
　
出

中小企業高度化資金
貸 付 事 業 費

4,320,000 0 0 0

差引増減額
備　考

当初予算額 補正予算額
計

本　　庁 出納機関

区
　
分

科　　目

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額
決算額

決算額の内訳
翌 年 度
繰 越 額

貸 付 事 業 運 営 費 4,457,000 △ 3,500,000 0

608,861,337 54,053,939 0 554,807,398

一般会計からの
繰入れ理由

中小企業高度化資金（Ｂ方式）貸付原資の県負担分であるため。

0 0 0 0

合　　　　　計 62,023,000 △ 8,767,000 0 53,256,000

376 376 0 0

中小企業近代化資金
貸 付 金 元 利 収 入

52,930,000 △ 5,267,000 0 47,663,000 601,821,310 47,013,912 0 554,807,398

4,320,000 4,320,000 0 0

繰 越 金 330,000 0 0 330,000 2,719,651 2,719,651 0 0

当初予算額 補正予算額
継続費及び繰越事業費

繰越財源充当額
計

歳
　
　
　
　
　
　
入

一 般 会 計 か ら 繰 入 8,662,000 △ 3,500,000 0 5,162,000

県 預 金 利 子 1,000 0 0 1,000

雑 入 100,000 0 0 100,000

区
　
分

科　　目

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額
調　定　額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

備　　　　　考



８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（商業振興費）

小規模事業者等支
援交付金

868,257,000 0 863,717,473 0 4,539,527
「主な事業に関する調べ」記載のと
おり

中小企業連携組織
支援交付金

99,535,000 0 99,258,000 0 277,000

鳥取県中小企業団体中央会が行う中
小企業組合等の設立・運営支援、企
業連携支援等に要する経費を助成す
ることにより、中小企業者の組織
化、中小企業団体の育成を支援し
た。

とっとり企業支援
ネットワーク連携
強化事業

35,794,000 0 27,641,681 0 8,152,319

・県内企業の経営課題に対し、経営
支援と金融支援の一体的推進により
総合的かつ集中的な支援を行うた
め、とっとり企業支援ネットワーク
を構築し、東中西部の圏域別に連携
支援を実施した。
・経営革新によるビジネス成果、事
業承継による業務拡張等により、成
長・拡大ステージにある県内中小企
業に対し、組織再構築や戦略人材の
確保等についてソフト面で支援し
た。（平成30年度交付決定分1件）

星空ビジネス支援
事業

0 2,500,000 1,471,000 0 1,029,000

商工団体の星空をテーマに指定地域
の産業振興を図る取組み、および、
県内中小企業者の星空を活用した商
品開発を支援した。

まちなか振興ビジ
ネス活性化支援事
業

6,000,000 △ 3,000,000 0 0 3,000,000

商店街振興組合等が、商業・居住エ
リアであるまちなかを振興する観点
で実施する地域課題に対応する事業
に要する経費の一部について市町村
を通じて補助する計画としていた
が、事業実施主体の事業断念等によ
り、年度内の事業実施に至らなかっ
た。

商業振興費 4,251,000 0 4,178,815 0 72,185

・大規模小売店舗立地審議会等、中
心市街地活性化指導に関する経費
・鳥取県商店街振興組合連合会が行
う県内商店街振興組合への指導、人
材育成等の支援に対して補助
・県の商業活性化施策に対する助
言、知識・情報を専門家に提供して
いただく経費
・青年経済団体への県職員加入費用
（東・中・西部計３名）

震災復興地域商業
活性化促進支援事
業

0 20,000,000 0 20,000,000 0

倉吉銀座商店街振興組合及び株式会
社チュウブが国の補助金を活用して
行う旧ナショナル会館跡地における
施設整備事業に対し、中部地震復興
のシンボルとして位置づけ支援。
当初の事業完了予定をＨ３０年度末
としていたが、全国的な資材不足の
ために事業期間を令和元年６月末ま
で延長したことにより、事業費を全
額繰越した。

国際経済変動対策
支援事業

3,000,000 △ 313,000 2,686,380 0 620

海外展開を行う県内中小企業者に対
し、国際経済情勢の変動に伴う海外
戦略の見直し等に係る経費を支援し
た。
（平成29年度交付決定分1件）



事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

商圏拡大・需要獲
得支援事業

13,000,000 △ 2,392,000 10,081,387 0 526,613

卸・小売・サービス事業者等が、さ
らなる成長を目指して行う商圏拡
大・需要獲得に向けた取組を支援し
た。過年度交付決定分の平成30年度
支出額が見込みを下回ったことから
不用額が生じた。
（平成28年度交付決定分3件）
（平成29年度交付決定分2件）

事業承継促進事業 26,764,000 △ 14,350,000 8,503,164 0 3,910,836

事業承継を検討している県内中小企
業者が要する専門家・コンサルタン
ト等の活用経費の支援及び譲渡企業
の正規雇用者を正規雇用者として引
き継ぎ人材育成等を行う場合に譲受
企業へ奨励金を支給した。
平成30年度の実績件数が見込みを下
回ったことから不用額が生じた。

目　　　　計 1,056,601,000 2,445,000 1,017,537,900 20,000,000 21,508,100

（金融対策費）

(△9,886,000)
570,664,000 △ 58,313,000 502,465,000 0 9,886,000

(△878,000)
1,500,000 0 622,000 0 878,000

(△3,251,857)
253,957,000 △ 2,918,000 239,923,179 0 11,115,821

(4,686,857)
0 21,230,000 25,916,857 0 △ 4,686,857

(9,329,000)
336,760,000 0 345,347,545 0 △ 8,587,545

異常気象・雪不足
特別対策事業

556,000 0 506,000 0 50,000

企業自立サポート事業「地域経済変
動対策資金（異常気象・雪不足対策
枠）」を利用した県内中小企業に対
し、市町村と協調して利子負担を軽
減した。

平成29年台風被害
特別対策事業

2,042,000 △ 2,033,000 8,000 0 1,000

企業自立サポート事業「災害等緊急
対策資金（平成29年台風18号及び台
風21号対策枠）」を利用した県内中
小企業に対し、市町村と協調して利
子負担を軽減した。

平成３０年７月豪
雨災害特別金融支
援事業

0 570,000 358,876 0 211,124

企業自立サポート事業「災害等緊急
対策資金（平成30年7月豪雨災害対
策枠）」を利用した県内中小企業に
対し、市町村と協調して利子負担を
軽減した。

「主な事業に関する調べ」記載のと
おり。
( )のうち9,329千円はがんばる企業
を応援！特別金融支援事業へ流用、
557千円は経営体質強化資金等に係
る損失補償へ流用。

信用保証協会出損
金

経営安定関連保証が円滑に運営され
るよう信用保証協会に出損を行っ
た。
( )は経営体質強化資金等に係る損
失補償へ流用。

企業自立サポート
事業（制度金融
費）

経営体質強化資金
等に係る損失補償

経営体質強化資金等に関し信用保証
協会が代位弁済を行ったことにより
発生する損失額の一部を補償。
( )は企業自立サポート、信用保証
料負担軽減補助金、信用保証協会出
損金から流用。

がんばる企業を応
援！特別金融支援
事業

「主な事業に関する調べ」記載のと
おり。
( )は企業自立サポート事業から流
用。

信用保証料負担軽
減補助金

「主な事業に関する調べ」記載のと
おり。
( )は経営体質強化資金等に係る損
失補償へ流用。



事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

平成３０年台風第
２４号特別金融支
援事業

0 11,000 2,539 0 8,461

企業自立サポート事業「災害等緊急
対策資金（平成30年台風24号対策
枠）」を利用した県内中小企業に対
し、市町村と協調して利子負担を軽
減した。

金融対策費 1,415,000 0 1,415,000 0 0
・貸金業法に基づく事務
・割賦販売法に基づく事務
・金融対策に係る事務費

目　　　　計 1,166,894,000 △ 41,453,000 1,116,564,996 0 8,876,004

(中小企業振興費)

鳥取県中小企業近
代化資金助成事業
特別会計への繰出
金

8,662,000 △ 3,500,000 4,320,000 0 842,000
中小企業高度化資金貸付事業に必要
な財源を中小企業近代化資金助成事
業特別会計に繰り出した。

経営革新支援事業 11,017,000 △ 6,300,000 4,168,677 0 548,323

県内中小企業に対し経営革新計画の
策定を促すとともに、策定した経営
革新計画に基づく正規雇用に対し、
正規雇用奨励金を支給した。
・正規雇用創出奨励金
（支給件数2件）

(26,346,901) (16,442,219) (9,904,682)
1,006,517,901 △ 33,280,000 872,862,202 0 100,375,699

鳥取県版経営革新
支援事業

24,500,000 △ 24,500,000 0 0 0

県内中小企業に対し鳥取県版経営革
新計画の策定を促すとともに、策定
した県版経営革新計画に基づく正規
雇用に対し、正規雇用奨励金を支給
するものであるが、支給実績はな
かった。

経営革新企業ス
テップアップ支援
事業

973,000 0 497,394 0 475,606

経営革新計画の承認又は鳥取県版経
営革新計画の認定を受けた事業者
で、鳥取県新規参入資金（経営革新
貸付）の融資を受けた者に対し、利
子負担の軽減を図り、経営革新の取
組を支援するためにH25年度に創
設。H30年度は2件交付決定した。

(26,346,901) (16,442,219) (9,904,682)

1,051,669,901 △ 67,580,000 881,848,273 0 102,241,628
(26,346,901) (16,442,219) (9,904,682)

3,275,164,901 △ 106,588,000 3,015,951,169 20,000,000 132,625,732

（中小企業近代化資金助成事業特別会計） (単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

中小企業高度化資
金貸付事業費

4,320,000 0 4,320,000 0 0

中小企業の高度化を促進し、企業の
健全な発展を図るため、(独)中小企
業基盤整備機構と協調して長期低利
資金の貸付を行った。

貸付事業運営費 4,457,000 △ 3,500,000 124,950 0 832,050 高度化資金の貸付等に要した経費

諸費 53,246,000 △ 5,267,000 47,007,886 0 971,114
高度化資金の借入金に関する(独)中
小企業基盤整備機構への償還金及び
一般会計への繰出金

合　　　　計 62,023,000 △ 8,767,000 51,452,836 0 1,803,164

合　　　　計

目　　　　計

「主な事業に関する調べ」記載のと
おり。
平30年度交付決定分及び過年度交付
決定分の平成30年度支出額が見込み
を下回ったことから不用額が生じ
た。
（ ）書きは前年度からの繰越に係
る事業で内数。

（主）鳥取県版経
営革新総合支援事
業



  ９　予備費の充用調べ   ・・・該当なし

１０　繰越関係調べ   

　（１）継続費逓次繰越調べ   ・・・該当なし

　（２） 繰越明許費調べ   

（単位：円）

商業振興費
震災復興地域商
業活性化促進支
援事業

20,000,000 20,000,000 0

20,000,000 20,000,000 0

　（３）事故繰越調べ   ・・・該当なし

１１　収入証紙取扱額調べ　・・・　該当なし

１２　収入事務処理状況調べ

　（１）　分担金及び負担金 ・・・該当なし

　（２）　使用料　・・・該当なし

　（３）　手数料　・・・該当なし

　（４）　財産収入　・・・該当なし

　（５）　寄付金　・・・該当なし

合　　　　　計 20,000,000 0

科目 事業名 金額 翌年度繰越額
既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

20,000,000 0
建設資材の入手困難により年度内の事
業完了が困難となったため。

左の財源内訳

繰　　越　　理　　由



　（６）　諸収入（一般会計）

（単位：円）

目 節 細節

企業自立サポート事
業貸付金元利収入

7 141,012,000 0 0

7 141,012,000 0 0

7 141,012,000 0 0

0 0 0

141,012,000 0 0

平成２８年度及び平成２９年度信用保証料負
担軽減補助金交付額確定の訂正及び返還

1 191,586 0 0

平成２７年度鳥取県経営改善設備投資支援
補助金の補助金返還

1 366,000 0 0

三井生命鳥取ビル転貸に係る転貸料及び光
熱水費の徴収

5 1,130,323 0 0

経営体質強化資金等の損失補償に係る返還
金

1 1,970,428 0 0

小規模企業者等設備貸与事業の損失補償金
の返納

1 418,950 0 0

非常勤職員雇用保険料 45 36,415 0 0

54 4,113,702 0 0

54 4,113,702 0 0

0 0 0

4,113,702 0 0

145,125,702 0 0

目　　計 4,113,702

合　　計 145,125,702

本庁執行分計（目） 4,113,702

出納機関執行分計（目） 0

計（節）　　 4,113,702

出納機関執行分計（目） 0

目　　計 141,012,000

雑　　入

191,586

366,000

1,130,323

1,970,428
雑　　入

418,950

36,415

企業自立サポー
ト事業貸付金元
利収入

141,012,000

計（節）　　 141,012,000

本庁執行分計（目） 141,012,000

収　　　入　　　科　　　目
件数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備　考



（６）　諸収入（特別会計）

（単位：円）

目 節 細節

県預金利子 1 376 0 0
小規模企業者等設
備導入資金助成法

1 376 0 0

1 376 0 0

0 0 0

376 0 0

中小企業近代化資金貸
付金元利収入

中小企業近代化資金貸
付金元利収入

44 47,013,912 0 554,807,398
小規模企業者等設
備導入資金助成法

44 47,013,912 0 554,807,398

0 0 0

47,013,912 0 554,807,398

47,014,288 0 554,807,398

（７）　現金の取扱状況　・・・該当なし

収入未済額 根拠法令名等 備　　考収入済額 不納欠損額

県預金利子 
376

計（節）　　 376

収　　　入　　　科　　　目
件数 調定金額

本庁執行分計（目） 376

出納機関執行分計（目） 0

目　　計 376

合　　計 601,821,686

601,821,310

本庁執行分計（目） 601,821,310

出納機関執行分計（目） 0

目　　計 601,821,310



１３　税外収入未済額調べ

目 節 細節
２７年度

以前
２８年度 ２９年度

（高度化資金） 549,515,398 745,000 0 548,770,398 549,515,398 0 0 46,268,912 46,268,912 0 548,770,398

倒産等による延滞
　未収内訳
　元金　507,204,454円
　利息　　41,565,944円

（小規模企業者等設備導入資金） 6,037,000 0 0 6,037,000 6,037,000 0 0 0 0 0 6,037,000
倒産等による延滞
全て元金

555,552,398 745,000 0 554,807,398 555,552,398 0 0 46,268,912 46,268,912 0 554,807,398

555,552,398 745,000 0 554,807,398 555,552,398 0 0 46,268,912 46,268,912 0 554,807,398

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

555,552,398 745,000 0 554,807,398 555,552,398 0 0 46,268,912 46,268,912 0 554,807,398

１４　未収金回収促進のための取組状況調べ

区分 相手方 実人数 回収委託

現年度分 －
人 人

過年度分 個人 ２者 －

法人 １２法人 １先

１５　税外収入不納欠損額調べ・・・該当なし

（取組の効果）

○主債務者、連帯保証人（法人）は破産、解散、事業
停止などが大半。
○連帯保証人（法人、個人）及び相続人が複数名存在
している。個人（大半が高齢者）、事業継続中の法人１
社が分割弁済を継続中である。

・文書　７先／１２先で実
施
・電話　１先／１２先で実
施

職員により実施 １法人、３人

（上記以外の取組）

○主債務者２者は、破産及び死亡。
○１者については連帯保証人１名が生存、もう１者に
ついては相続人１名が生存している。 ・文書　1者／２者で実施

・電話
職員により実施 ０人

－
人 ・文書

・電話

人 人

相手方の状況 督促状発行 催　　告 臨戸訪問 分納件数

債権管理事務取扱要領の作成の有無
　　　　　・  作成済　＜【高度化資金】（Ｈ26年6月改正）　　【小規模企業者等設備導入資金】（Ｈ15年6月作成）＞

（未作成の場合、その理由）

　　債権分類の実施（未納者の分類を行っているか）
　　　（要領等で分類区分、考え方を定めた部分の写しを添付すること。）

　　　　　・  実施済　　　鳥取県中小企業高度化資金債権管理事務取扱要領によりＡ～Ｅの区分に分類

（未実施の場合、その理由）

収入未済額（円）

中小企業近代化資金貸付金元利収入 中小企業近代化資金貸付金元利収入（高度化資金）（小規模企業者等設備導入資金） 554,807,398

節
収入科目及び金額

差引収入
未済額(A)

収入未済額の調定年度内訳
調定額 収入済額

出納機関執行分計（目）

合　　計

中小近代
化資金貸
付金元利

収入

中小企業
近代化資
金貸付金
元利収入

計（節）

目 細　　　節　（又　は　種　別）

収    入
未 済 額
  　   (Ｂ)

本庁執行分計（目）

（単位：円）

　　　　　                    　　　区　分
　収入科目

過　　　　　　年　　　　　　度　　　　　　分 現　　年　　度　　分

収入未済額
計(Ａ＋Ｂ)

未収理由前 年 度
以前から
の繰越額

左のうち
収入済額

不　 納
欠損額



１６　債務負担行為の状況調べ　

（単位：円）

事業名 種別 設定年度 合　計 備考
議決 期間 限度額 の執行額 29年度までの 30年度執行額 31年度以降の 計

(補正・当初の別) Ａ 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ
平成17年３月
（当初）

平成17年度から
平成27年度まで 0 4,002,219 0 388,725 4,390,944 4,390,944

平成21年６月
(補正)

平成28年度から
0 0 0

平成19年３月
（当初）

平成19年度から
平成29年度まで 0 0 0 3,631,787 3,631,787 3,631,787

平成21年６月
(補正)

平成30年度から
0 0 0

平成21年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

平成21年３月
（当初）

平成21年度から

13,600,000 120,000,000 0 115,034 0 258,000 373,034 373,034

平成21年度チャレンジ応援
資金に関する損失補償事業

損失補
償

平成21年３月
（当初）

平成21年度から

7,200,000 90,000,000 0 0 0 3,341,200 3,341,200 3,341,200

平成21年度経営活力再生緊
急資金に関する損失補償事
業

損失補
償

平成21年３月
（当初）

平成21年度から

525,669,600 26,283,480,000 0 32,941,678 1,143,460 24,485,150 58,570,288 58,570,288

平成22年度経営活力再生緊
急資金に関する損失補償事
業

損失補
償

平成22年３月
（当初）

平成22年度から

333,069,760 16,653,488,000 0 10,415,913 290,314 10,033,026 20,739,253 20,739,253

平成23年度経営活力強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成23年３月
（当初）

平成23年度から

205,968,100 10,298,405,000 0 10,666,657 139,589 16,704,198 27,510,444 27,510,444

平成24年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

平成24年３月
（当初）

平成24年度から

3,920,000 124,000,000 0 0 0 2,421,990 2,421,990 2,421,990

平成24年度経営活力強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成24年３月
（当初）

平成24年度から

170,055,240 7,270,262,000 0 3,066,866 475,616 17,534,166 21,076,648 21,076,648

平成24年度経営再生円滑化
借換特別資金に関する損失
補償事業

損失補
償

平成24年７月
(補正)

平成24年度から

129,629,500 3,139,681,000 0 15,633,504 1,778,797 31,402,630 48,814,931 48,814,931

平成25年度経営活力強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成25年３月
（当初）

平成25年度から

356,814,000 5,441,300,000 0 6,968,894 2,012,493 49,848,071 58,829,458 58,829,458

平成25年度経営再生円滑化
借換特別資金に関する損失
補償事業

損失補
償

平成25年３月
（当初）

平成25年度から

493,233,900 6,168,842,000 0 25,197,344 0 166,752,944 191,950,288 191,950,288

損失補
償

14,406,667 220,000,000

設定状況

平成19年度チャレンジ応援
資金に関する損失補償事業

執行(支出)状況
債務負担行為の期間当該事業の

契約額等

平成17年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

13,000,000 200,000,000



（単位：円）

事業名 種別 設定年度 合　計 備考
議決 期間 限度額 の執行額 29年度までの 30年度執行額 31年度以降の 計

(補正・当初の別) Ａ 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ

設定状況 執行(支出)状況
債務負担行為の期間当該事業の

契約額等

平成26年度経営体質強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成26年３月
（当初）

平成26年度から

306,068,560 3,832,337,000 0 7,906,945 798,713 62,881,160 71,586,818 71,586,818

平成26年度経営再生円滑化
借換特別資金に関する損失
補償事業

損失補
償

平成26年３月
（当初）

平成26年度から

418,846,340 5,100,219,500 0 11,894,447 1,344,130 168,062,132 181,300,709 181,300,709

平成27年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

平成27年３月
（当初）

平成27年度から

1,500,000 45,000,000 0 0 0 701,340 701,340 701,340

平成27年度経営体質強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成27年３月
（当初）

平成27年度から

389,715,960 4,677,033,000 0 1,498,006 1,501,774 160,074,066 163,073,846 163,073,846

平成27年度経営再生円滑化
借換特別資金に関する損失
補償事業

損失補
償

平成27年３月
（当初）

平成27年度から

413,267,540 4,756,463,000 0 3,330,192 3,002,341 216,316,616 222,649,149 222,649,149

平成28年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

平成28年３月
（当初）

平成28年度から

2,400,000 30,000,000 0 0 0 1,956,000 1,956,000 1,956,000

平成28年度経営体質強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成28年３月
（当初）

平成28年度から

254,740,400 3,015,430,000 0 155,757 550,894 152,405,340 153,111,991 153,111,991

平成28年度経営再生円滑化
借換特別資金に関する損失
補償事業

損失補
償

平成28年３月
（当初）

平成28年度から

335,195,432 4,027,921,600 0 6,810,694 9,798,139 266,255,208 282,864,041 282,864,041

平成29年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

平成29年３月
（当初）

平成29年度から

1,680,000 14,000,000 0 0 0 548,640 548,640 548,640

平成29年度経営体質強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成29年３月
（当初）

平成29年度から

181,758,540 2,209,409,000 0 0 2,371,717 139,049,372 141,421,089 141,421,089

平成29年度経営再生円滑化
借換特別資金に関する損失
補償事業

損失補
償

平成29年３月
（当初）

平成29年度から

289,408,320 3,117,174,000 0 0 0 232,461,100 232,461,100 232,461,100

平成30年度再生支援資金に
関する損失補償事業

損失補
償

平成30年３月
（当初）

平成30年度から

0 0 0 0 0 0 0 0



（単位：円）

事業名 種別 設定年度 合　計 備考
議決 期間 限度額 の執行額 29年度までの 30年度執行額 31年度以降の 計

(補正・当初の別) Ａ 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ

設定状況 執行(支出)状況
債務負担行為の期間当該事業の

契約額等

平成30年度経営体質強化資
金に関する損失補償事業

損失補
償

平成30年３月
（当初）

平成30年度から

122,432,000 1,413,300,000 0 0 0 115,541,199 115,541,199 115,541,199

平成30年度経営再生円滑化
借換特別資金に関する損失
補償事業

損失補
償

平成30年３月
（当初）

平成30年度から

304,991,720 3,483,318,000 0 0 708,880 297,433,132 298,142,012 298,142,012

平成28年度鳥取県版経営革
新総合支援事業（県版認定
計画）事業補助

補助金 平成28年3月、
9月
(当初、補正)

平成29年度から
平成30年度まで 762,535,310 762,535,310 0 225,806,000 321,335,000 0 547,141,000 547,141,000

平成29年度鳥取県版経営革
新総合支援事業（県版認定
計画）事業補助

補助金 平成29年3月
(当初)

平成30年度から
令和1年度まで 688,052,000 688,052,000 0 0 318,078,000 369,974,000 688,052,000 688,052,000

平成30年度鳥取県版経営革
新総合支援事業（県版認定
計画）事業補助

補助金 平成30年3月
(当初)

令和1年度から
令和2年度まで 641,261,000 641,261,000 0 0 0 638,315,000 638,315,000 638,315,000

平成29年度鳥取県版経営革
新総合支援＜復旧・復興型
＞事業補助

補助金 平成29年3月
(当初)

平成30年度から

400,000,000 400,000,000 157,444,520 105,724,021 0 263,168,541 263,168,541

平成27年度経営革新企業ス
テップアップ支援事業

補助金 平成27年3月
(当初)

平成28年度から
令和2年度まで 16,475,000 16,475,000 0 109,561 45,410 64,688 219,659 219,659

平成28年度経営革新企業ス
テップアップ支援事業

補助金 平成28年3月
(当初)

平成29年度から
令和3年度まで 13,748,000 13,748,000 0 95,498 67,214 136,770 299,482 299,482

平成29年度経営革新企業ス
テップアップ支援事業

補助金 平成29年3月
(当初)

平成30年度から
令和4年度まで 11,768,000 11,768,000 0 0 158,097 319,353 477,450 477,450

平成30年度経営革新企業ス
テップアップ支援事業

補助金 平成30年3月
(当初)

平成31年度から
令和5年度まで 5,883,000 5,883,000 0 0 0 855,370 855,370 855,370

平成28年度商圏拡大・需要
獲得支援事業（商圏拡大
型）

補助金 平成28年3月
（当初）

平成29年度から
平成30年度まで 12,974,896 12,974,896 0 3,891,557 8,607,387 0 12,498,944 12,498,944

平成29年度商圏拡大・需要
獲得支援事業（調査検討
型・生産性向上枠）

補助金 平成29年3月
（当初）

平成30年度

7,723,847 7,723,847 0 0 1,474,000 0 1,474,000 1,474,000



（単位：円）

事業名 種別 設定年度 合　計 備考
議決 期間 限度額 の執行額 29年度までの 30年度執行額 31年度以降の 計

(補正・当初の別) Ａ 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ

設定状況 執行(支出)状況
債務負担行為の期間当該事業の

契約額等

平成27年度鳥取県版経営革
新総合支援事業（法承認計
画）

補助金 平成27年3月
(当初)

平成28年度から
平成30年度まで 83,254,000 83,254,000 0 57,047,061 14,821,000 11,385,939 83,254,000 83,254,000

平成28年度鳥取県版経営革
新総合支援事業（法承認計
画）

補助金 平成28年3月
(当初)

平成29年度から
令和1年度まで 67,696,020 67,696,020 0 17,425,556 25,049,871 25,220,593 67,696,020 67,696,020

平成29年度鳥取県版経営革
新総合支援事業（法承認計
画）

補助金 平成29年3月
(当初)

平成30年度から
令和2年度まで 42,299,955 42,299,955 0 0 30,316,635 11,983,320 42,299,955 42,299,955

平成30年度鳥取県版経営革
新総合支援事業（法承認計
画）

補助金 平成30年3月
(当初)

令和1年度から
令和3年度まで 20,000,000 20,000,000 0 0 0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

平成30年度事業承継支援補
助金

補助金 平成30年3月
(当初)

令和1年度

0 0 0 0 0 0 0 0

平成29年度国際経済変動対
策支援事業

補助金 平成29年3月
(当初)

平成30年度

15,000,000 15,000,000 0 0 2,686,380 0 2,686,380 2,686,380

ＡＩ・ＩｏＴを活用した新
市場創出促進事業費

補助金 平成30年11月
(補正)

平成30年度

10,716,000 10,716,000 0 0 0 10,716,000 10,716,000 10,716,000

8,087,958,607 114,530,450,128 0 602,423,903 854,279,872 3,229,458,225 4,686,162,000 4,686,162,000合　　　　　計



　（１）負担金 （単位：円）

予算科目（目） 予算額
区
分

負担金の名称 支出先 負担率 支出金額

支出の根拠
法令名等（規
約、要綱等を
含む。）

備考

商業振興費 433,000
単
県

鳥取商工会議
所青年部年会
費、委員会費
及び４０周年記
念式典・祝賀会
登録料

鳥取商工
会議所青
年部

定額 60,490

鳥取商工会
議所青年部
入会案内規
定

新規以外のもの 0
本庁執行分計 60,490

出納機関執行分計 168,000

中部総合
事務所地
域振興局
西部総合
事務所地
域振興局

目　計 228,490

金融対策費 50,000
単
県

平成３０年度金
融セミナーに係
る負担金

一般社団
法人鳥取
県銀行協
会

定額 50,000

新規以外のもの 0
本庁執行分計 50,000
出納機関執行分計 0

目　計 50,000

合　計 278,490

　予算科目（商業振興費）

　② 単　県　分

117,364,301 H30.5.18 - H31.4.26 概算 H30.6.19 26,835,000
概算 H30.8.7 18,859,000

（H19年度） H30.6.1 - - 概算 H30.11.9 26,834,000

(補助率：10/10） 概算 H31.2.12 18,850,000
99,258,000 H30.6.12 H31.4.11 H31.4.24 精算 H31.5.15 7,880,000

鳥取県中小企
業団体中央会

１７　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

支出年月日

H30.6.29

鳥取県補
助金等交
付規則を
根拠法令と
するため
「補助金」
に記載。

協同組合等の中小企
業連携組織を専門的
に支援する中小企業
団体中央会の活動に
要する経費を助成

  （２）補助金

中小企業連携組織支
援交付金

備　 考

　➀  国  補  分　・・・　該当なし　

H30.7.9

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日

交付申請
年 月 日



備　 考

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日

交付申請
年 月 日

1,056,478,624 H30.5.18 － H31.4.18外 概算 H30.6.19 23,548,966 鳥取

13,670,440 倉吉

(H30.5.31外) － － 21,509,000 米子
（H18年度） H30.10.18外 11,814,500 境港

(補助率：10/10） (H30.6.12) H31.4.10外 H31.4.17外 162,802,217 商工連

863,717,473 H30.10.31外 概算 H30.8.7 18,076,545 鳥取

11,226,640 倉吉

16,004,000 米子

8,393,500 境港

129,999,312 商工連

概算 H30.11.9 25,234,446 鳥取

15,180,840 倉吉

21,509,000 米子

11,793,500 境港

166,255,159 商工連

概算 H31.2.12 18,124,043 鳥取

8,560,580 倉吉

16,004,000 米子

8,393,500 境港

129,999,312 商工連

精算 H31.4.25 5,090,973 鳥取

精算 H31.5.15 8,150,000 米子

精算 H31.5.21 10,577,000 商工連

精算 H31.5.22 500,000 倉吉

精算 H31.5.22 1,300,000 境港

1,848,809 - - H30.12.21外 精算 H30.1.4 64,000
精算 H31.4.3 1,210,000

（H30年度） H30.9.21外 - － 精算 H31.4.18 197,000
（補助率：1/2ほか）

1,471,000

H30.10.5外 H30.12.3外 H30.12.12外

1,259,885 － － H31.4.26 概算 H30.6.29 1,000,000

精算 H31.5.13 259,885

（H18年度） (H30.5.31) － －
(補助率： 10/10 ） H31.2.14

1,259,885 (H30.6.21) H31.4.10 H31.4.18

H31.2.15

3,000,000 H29.9.12 H30.10.22

（H29年度） H29.9.13 精算 H30.11.9 2,686,380

(補助率：  2/3 ）

2,686,380 H29.9.15 H30.9.10 H30.9.13

外

－－(株)Trees
（鳥取市弥生町
227番地）

－

海外展開を行う県内
中小企業者に対し、
国際経済情勢の変動
に伴う海外戦略の見
直し・再構築に係る
経費を補助

鳥取県商店街振興組
合指導事業費補助金

鳥取県商店街
振興組合連合
会

鳥取県商店街振興組
合連合会が県内商店
街振興組合に対して
行う組合指導等の活
動に要する経費を助
成

国際経済変動対策支
援事業
（H29交付決定分）

鳥取県小規模事業者
等経営支援交付金

４商工会議所、
鳥取県商工会
連合会

県内経済を下支え
し、雇用の受け皿で
ある小規模事業者の
経営改善や自立化を
支援するため、商工
会議所及び商工会
（商工会連合会）が行
う経営改善普及事業
及び経営発達支援事
業に要する経費を助
成

鳥取県補
助金等交
付規則を
根拠法令と
するため
「補助金」
に記載。

星空ビジネス支援事
業

倉吉市駄経寺
2-16
(有)岡本製菓
ほか2件

「鳥取県星空保全条
例」の理念の一つで
ある「星空を活用した
地域経済の振興」を
図る



備　 考

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日

交付申請
年 月 日

14,919,866 H28.7.22 H30.9.7

外 外

（H25年度） H28.7.27 精算 H30.9.19
8,607,387

(補助率：  1/2、2/3  ）
外 外

8,607,387 H28.7.29 H30.8.17 H30.9.3

外 外 外

1,813,333 H29.11.16 H31.1.15

外 外

（H25年度） H29.11.20 精算 H31.1.25 1,474,000
(補助率：  1/2、2/3  ）

外 外

1,474,000 H29.11.24 H30.12.17 H30.12.27

外 外 外

2,160,000
－ H31.4.24

（H30年度） H30.9.11 精算 R1.5.16 2,102,402

(補助率：  1/2 ）

2,102,402 H30.9.18 H31.4.8 H31.4.16

本庁執行分計 1,000,576,527

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 1,000,576,527

　予算科目（金融対策費）

　②　単　県　分

349,210,061 H30.5.18 H31.5.13 概算 H30.6.29 289,801,000
概算 H30.9.28 8,013,000

（H8年度） (H30.6.1) 概算 H30.12.21 8,013,000
(補助率：10/10) H31.3.13 精算 H31.5.21 43,383,061

349,210,061 (H30.6.13 H31.4.11 H31.5.9
H31.3.18

　➀  国  補  分　・・・　該当なし　

－

－ －

谷口・青谷和紙
(株)
（鳥取市青谷町
河原358-1）ほ
か2件

卸・小売、サービス事
業者等が行う、積極
的な商圏拡大・需要
獲得の取組を支援

商圏拡大・需要獲得
支援事業
（H28交付決定分）

成長・拡大ステージ
にある県内中小企業
に対し、組織再構築
や戦略人材の確保等
についてソフト面で支
援

－

－ －

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

翌年度へ
繰越

(20,000,000)

備　 考

 実施計画承認
又は内示年月日  着手年月日 　支 出 の 状 況

信用保証料負担軽減
補助金

鳥取市本町三
丁目201
鳥取県信用保
証協会

中部地震
対策のた
め変更決
定を行っ
た。基準保証料と鳥取県

企業自立サポート融
資で定める信用保証
料との差額を補助

審査・現地
調査年月日

補 助 率 及 び
補　助　金　額

検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

金　　　　　額
実績報告
年  月  日

交付申請
年 月 日

完了年月日
間
 

接
 交付決定
年 月 日

支出年月日

額の確定
年 月 日

 事 業 の 内 容

商圏拡大・需要獲得
支援事業
（H29交付決定分）

三光(株)
（境港市昭和町
5-17）ほか1件

卸・小売、サービス事
業者等が行う、積極
的な商圏拡大・需要
獲得の取組を支援

（単位：円）

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先

補助対象経費

－

－ －

次世代型企業創出プ
ロジェクト・サポート補
助金
（H30交付決定分）

流通(株)
（倉吉市巌城
997番地3）

20,000,000



備　 考

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日

交付申請
年 月 日

602,761,000 H30.8.28

外 精算 H30.9.21 305,424,000
（H18年度） H30.8.10 精算 H31.3.15 291,842,000

(補助率：10/10) 外
602,761,000 H30.8.28 H30.8.10 H30.8.16

外 外 外

247,663 H31.4.10
精算 H31.4.18 247,663

（H28年度） H30.4.12 H31.4.8
(補助率：10/10)

247,663 H30.4.26 H31.4.3

875,415

本庁執行分計 947,599,139

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 947,599,139

　予算科目（中小企業振興費）
  ①　国　補　分　・・・該当なし
  ②　単　県　分

7,405,666 － － H30.7.25 精算 H30.8.7 7,405,666

外 外

（H28年度） H29.3.10 － H30.7.24

(補助率：  2/3 ） 外 外

7,405,666 H29.3.15 H30.7.13 －

外 外  

105,642,790 － － H30.4.23 精算 H30.5.2 98,318,355

外 外

（H28年度） H29.3.17 － H30.4.11

(補助率：  2/3 ） 外 外

98,318,355 H29.5.16 H30.4.9 －

外 外

企業自立サポート事
業補助金

H18年度新
規実行分
から利子補
助制度に
移行。H17
年度以前
既貸付分
については
預託方式
を継続。

鳥取県企業自立サ
ポート事業（制度融
資）に係るH18年度以
降の貸付に対する利
子補給

鳥取県中部地震復興
支援利子補助金

鳥取県中部地震に
よって生じた損害を
復旧することを目的と
した中堅・大企業の
借入金に対する利子
補給

鳥取市永楽温
泉町171
(株)鳥取銀行
他8件

倉吉市河原町
1770
（株）いない

１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

補 助 率 及 び
補　助　金　額

鳥取県中部地震で被
害のあった施設及び
設備の原状回復に要
する経費を支援

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜復旧・
復興型＞（H29交付
決定分）

(有)伯耆浄水
（倉吉市古川沢
163）
外69件鳥取県中部地震で被

害のあった施設及び
設備の原状回復に要
する経費を支援

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜復旧・
復興型＞（H28交付
決定分）

藤井酒造（合）
（東伯郡三朝町
三朝870-1）
外4件

（単位：円）

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

 事 業 の 内 容

 着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備　 考
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

交付申請
年 月 日

完了年月日

表の補足説明
２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日



備　 考

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日

交付申請
年 月 日

743,424,000 H28.4.1 － H31.4.16 概算 H30.5.31 205,469,000

外 概算 外 63,987,000

概算 98,700,000

（H27年度） H28.4.6 － H31.4.10 概算 58,200,000

(補助率：10/10） 外 外 精算 △ 39,091,000

321,335,000 H28.4.12 H31.4.10 － 精算 △ 5,349,000

外 外  精算 △ 11,265,000

精算 △ 4,068,000

精算 △ 39,848,000

精算 △ 5,400,000

694,184,000 H29.4.1 － － 概算 H30.5.8 64,388,000

 概算 外 104,281,000

概算 82,615,000

（H27年度） H29.4.11 － H31.4.10 概算 59,783,000

(補助率：10/10） 外 外 精算 17,101,000

318,078,000 H29.4.25 － － 精算 △ 6,199,000

外 精算 △ 5,851,000

精算 △ 2,360,000

精算 6,207,000

 精算 △ 1,887,000

633,728,000 H30.4.1 － － 精算 H30.4.23 1,350,000

 精算 外 570,000

精算 1,066,000

（H27年度） H30.4.10 － H31.4.10 精算 240,000

(補助率：10/10） 外 外 精算 1,977,000

5,683,000 H30.4.24 － － 精算 480,000

外  

2,946,000 H30.12.10 － R1.5.9 精算 R1.5.22 2,946,000

外

（H30年度） H30.12.11 － H31.4.10

(補助率：  2/3 ） 外 外

2,946,000 H31.1.25 H31.3.26 －

外  

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜スター
ト型/生産性向上型
＞（H30交付決定分）

鳥取商工会議
所（鳥取市本町
3－201）
外5件

全
部鳥取県版経営革新計

画の承認を受けた中
小企業が行う、新商
品開発、販路開拓、
設備投資等に要する
経費を支援

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜働き方
改革型＞（H30交付
決定分）

大山日ノ丸証
券(株)
（鳥取市吉方温
泉3－101）
外1件

県内中小企業者が実
施する働き方改革の
取組で、広く県内中
小企業者が実施可能
なモデルとなる取組
を支援

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜スター
ト型/生産性向上型
＞（H28交付決定分）

鳥取商工会議
所（鳥取市本町
3－201）
外5件

全
部

鳥取県版経営革新計
画の承認を受けた中
小企業が行う、新商
品開発、販路開拓、
設備投資等に要する
経費を支援

鳥取県版経営革新計
画の承認を受けた中
小企業が行う、新商
品開発、販路開拓、
設備投資等に要する
経費を支援

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜スター
ト型/生産性向上型
＞（H29交付決定分）

鳥取商工会議
所（鳥取市本町
3－201）
外5件

全
部



備　 考

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日

交付申請
年 月 日

50,414,000 H28.5.31 － H30.12.7 概算 H30.5.18 30,000,000

（H28年度） H28.6.6 － H30.11.26

(補助率：10/10）

30,000,000
H28.6.6 H30.10.29 －

9,000,000 － － H31.4.18 精算 R1.5.13 45,410

（H25年度） H28.2.3 － H31.4.8

(利子補助率：年0.7％） -

45,410 H28.2.8 － -

 

10,000,000 － － H31.4.25 精算 R1.5.16 67,214

（H25年度） H29.2.24 － H31.4.22

(利子補助率：年0.7％）

67,214 H29.3.7 － －

27,200,000 － － H31.4.25 精算 R1.5.16 158,097

外 外

（H25年度） H29.5.23 － H31.4.19

(利子補助率：年0.7％） 外 外

158,097 H29.6.1 － －

外 　

27,200,000 － － H31.4.25 精算 R1.5.22 226,673

外 外

（H25年度） H29.5.23 － H31.4.19

(利子補助率：年0.7％） 外 外

226,673 H29.6.1 － －

外 　

中小企業者が行う国
内外の需要獲得に向
けたサービス開発や
生産プロセスの改善
等に資する設備投資
に要する経費を支援

経営革新企業ステッ
プアップ支援事業
（H27交付決定分）

永見呉服店
（境港市小篠津
町1136）

経営革新計画（県版・
法承認）の取組にお
いて、金融機関から
の融資が必要な企業
等に対し、資金調達
コストの軽減を図るこ
とで安定的な事業運
営を支援

経営革新企業ステッ
プアップ支援事業
（H28交付決定分）

(株)SEEN
（岩美郡岩美町
田後37-1）

経営革新計画（県版・
法承認）の取組にお
いて、金融機関から
の融資が必要な企業
等に対し、資金調達
コストの軽減を図るこ
とで安定的な事業運
営を支援

経営革新企業ステッ
プアップ支援事業
（H30交付決定分）

(有)ウエスト興
業八頭
（鳥取市用瀬町
別府101-7）
外1件

経営革新計画（県版・
法承認）の取組にお
いて、金融機関から
の融資が必要な企業
等に対し、資金調達
コストの軽減を図るこ
とで安定的な事業運
営を支援

全
部

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜高度生
産性向上型＞（H28
交付決定分）

鳥取市富安1-
96
鳥取県中小企
業団体中央会

経営革新企業ステッ
プアップ支援事業
（H29交付決定分）

(有)オカムラ
（鳥取市気高町
山宮287-5）
外2件

経営革新計画（県版・
法承認）の取組にお
いて、金融機関から
の融資が必要な企業
等に対し、資金調達
コストの軽減を図るこ
とで安定的な事業運
営を支援



備　 考

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

金　　　　　額
 事 業 の 内 容

補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日

交付申請
年 月 日

30,000,000 H27.5.29 － H30.6.15

外 外

（H27年度） H27.4.30 － － 精算 H30.6.29 14,821,000

(補助率：  1/2、2/3  ） 外 外

14,821,000 H27.6.5 H30.6.8 H30.6.8

外 外 外

59,026,000 H29.2.28 － H30.9.12

外 外

（H27年度） H29.2.28 － － 精算 H30.9.21 25,049,871

(補助率：  1/2、2/3  ） 外 外

25,049,871 H29.2.28 H30.9.6 H30.9.6

外 外 外

54,751,000 H29.12.22 － H31.2.6

外 外

（H27年度） H29.12.25 － － 精算 H31.2.15 30,316,635

(補助率：  1/2、2/3  ） 外 外

30,316,635 H30.1.4 H31.1.10 H31.1.25

外 外 外

0

本庁執行分計 854,450,921

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 854,450,921

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜成長・
拡大型＞（H29交付
決定分）

(株)アイテック
（米子市尾高
1278-3）
外5件

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜成長・
拡大型＞（H27交付
決定分）

(株)チュウブ緑
地（東伯郡琴浦
町逢束1061-6）
外2件

(株)ササヤマ
（鳥取市河原町
布袋530-1）
外6件

経営革新計画の承認
を受けた中小企業が
行う、新商品開発、販
路開拓、設備投資等
に要する経費を支援

鳥取県版経営革新総
合支援事業＜成長・
拡大型＞（H28交付
決定分）

経営革新計画の承認
を受けた中小企業が
行う、新商品開発、販
路開拓、設備投資等
に要する経費を支援

他の地方公共団体の
みに交付するもので
交付決定額（変更後）
が3,000万円未満のも
の

経営革新計画の承認
を受けた中小企業が
行う、新商品開発、販
路開拓、設備投資等
に要する経費を支援



(事故）

17,625,973 - - H30.8.20 精算 H30.8.30 16,442,219

外 外

（H28年度） H29.1.27 H30.8.13

(補助率：2/3） 外 外

16,442,219 H29.1.31 H30.8.10 -

外 外  

0

本庁執行分計 16,442,219

出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 16,442,219

　予算科目（金融対策費）

  ①　国　補　分　　・・・該当なし

  ②　単　県　分　

81,000 H30.8.28
外 精算 H30.9.21 44,000

（H18年度） H30.8.7 精算 H31.3.15 37,000
(補助率：10/10） 外

81,000 H30.8.28 H30.8.7 H30.8.7
外 外 外

5,414,000 H30.8.28
外 精算 H30.9.21 2,858,000

（H18年度） H30.8.7 精算 H31.3.15 2,556,000
(補助率：10/10） 外

5,414,000 H30.8.28 H30.8.7 H30.8.7
外 外 外

本庁執行分計 5,495,000
出納機関執行分計 0

単　　県   分   計 5,495,000

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）

鳥取県企業自立サ
ポート事業（制度融
資）「企業立地促進
資金」に係るH18年度
以降の貸付に対する
利子補給

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

企業自立サポート事
業補助金

鳥取市永楽温
泉町171
(株)鳥取銀行

交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費
 実施計画承認

又は内示年月日  着手年月日 額の確定
年 月 日

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

補　助　金　等
の　　名　　称

（補助金等の創設年度）

 交　付　先
間
 

接

補助対象経費

 実施計画承認
又は内示年月日

0

他の地方公共団体の
みに交付するもので交
付決定額（変更後）が
3,000万円未満のもの

産業振興
課からの
配当替

鳥取県企業自立サ
ポート事業（制度融
資）「バイオ産業支援
資金」「環境産業支
援資金」に係るH18年
度以降の貸付に対す
る利子補給

企業自立サポート
事業補助金

　支 出 の 状 況

備　 考交付申請
年 月 日

完了年月日
検  　  査
年 月 日

概算
払精
算払
の別

支出年月日 金　　　　　額

鳥取市永楽温
泉町171
(株)鳥取銀行
他1件

立地戦略
課からの
配当替

概算
払精
算払
の別

支出
年月日

金　　額

（単位：円）

　支 出 の 状 況

備　 考

 事 業 の 内 容
補 助 率 及 び
補　助　金　額  交付決定

年 月 日

実績報告
年  月  日

審査・現地
調査年月日

鳥取県版経営革新
総合支援事業＜復
旧・復興型＞（H28交 ちくま旅館

（東伯郡三朝町
山田121-1）
外12件

 着手年月日 額の確定
年 月 日

表の補足説明
１　「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２　翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（　）書きは補助金相当額である。

鳥取県中部地震で被
害のあった施設及び
設備の原状回復に要
する経費を支援

他の地方公共団体の
みに交付するもので交
付決定額（変更後）が
3,000万円未満のもの



（３）交付金　　・・・該当なし



　（４）委　託　料　・・・該当なし

　（４－２）委　託　料（他課から予算の配当替を受けて執行したもの）　・・・該当なし

１８　工事請負費調べ　　・・・該当なし

１８－２　工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）　　・・・該当なし

１９　財産に関する調べ
　（１）公有財産
　　ア　土　地　　・・・該当なし
　　イ　建　物　　・・・該当なし
　　ウ　山　林　　・・・該当なし
　　エ　不動産売却等　　・・・該当なし
　　オ　財産の交換　　・・・該当なし
　　カ　動　産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機）　　・・・該当なし
　　キ　物　権　　・・・該当なし
　　ク　無体財産権（特許権、著作券、商標権、実用新案件等）　　・・・該当なし
　　ケ　有価証券　　・・・該当なし
　　コ　出資による権利　

前年度末 本年度末

（数量、金額） 増 減 （数量、金額）

円 円 円 円
3,869,334,000 622,000 0 3,869,956,000

250,000 0 0 250,000

 （２）金券類の受払状況

ア　金券の受払状況

受 入 額 払 出 額

　円 　円 　円 　円
郵便切手及び
郵便はがき

3,322 2,460 1,066 4,716

収入印紙 41,600 0 0 41,600

収入証紙 0 0 0 0

タクシークー
ポン券

0 0 0 0

鉄道バスプリ
ペードカード

0 0 0 0

合　　計 44,922 2,460 1,066 46,316

種　　別 前年度末
本　年　度　中

本年度末

合　　計 3,869,584,000 622,000 0

備　　　　考

（平成３１年３月３１日現在）

3,870,206,000

出損金

出損金

鳥取県信用保証協
会

(独)中小企業基盤
整備機構

（平成３１年３月３１日現在）

区　　分
本　　年　　度　　中

法　人　名 備　　　考



イ　タクシーチケットの受払状況

 （３）基　金　　・・・該当なし

 （４）債　権

金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数

円 円 円 円

2,100,000,000 1 0 0 0 0 2,100,000,000 1

一般会計　計 2,100,000,000 1 0 0 0 0 2,100,000,000 1

中小企業高度化資金貸付金 192,099,788 32 4,320,000 1 45,500,800 3 150,918,988 30

特別会計　計 192,099,788 32 4,320,000 1 45,500,800 3 150,918,988 30

合　　　計 2,292,099,788 33 4,320,000 1 45,500,800 3 2,250,918,988 31

２０　財産の貸付け及び使用許可調べ
　（１）　土地及び建物
　　ア　土　　地　・・・該当なし

未収延滞債権含めず

（平成３１年３月３１日現在）

債 権 の 名 称
前　年　度　末

本　　　年　　　度　　　中
本　年　度　末

備　考増 減

地域総合整備資金貸付金

（平成３１年３月３１日現在）

前年度末未使用枚数
本　　年　　度　　中

本年度末 備　　　考
購入枚数 使用枚数及び金額

42 0 24 18

枚 枚 枚 枚

16,460円



　　イ　建　　物

貸付（使用許可）先

単価
本年度の

貸付（使用）料
住　　　　　所
氏　　　　　名

月額・年額

51,594

月額・年額

27,781

合計 952,500

　（２）　物品（1品の取得価格が１００万円以上のもの）　・・・該当なし

２１　借受不動産明細調べ

２２　職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ　・・・該当なし

２３　寄附物件の受納状況調べ　・・・該当なし

２５　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
（１）　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ　・・・該当なし

（２）　物品の照合

２４　備品の処分状況調べ　・・・該当なし

当初貸付
（使用許可）
年　月　日

貸　　　付
（使用許可）
期　　　間

貸付（使用）料　（円）

備　考

その他

中小企業再
生支援協議
会

鳥取市本町2丁目
123番地　三井生命
鳥取ビル4階

31.59㎡ H30.4.1 H27.5.29 H30.4.1～H31.3.31 619,128
鳥取市若葉台南7-5-1
（公財）鳥取県産業振興機構

経営改善支
援センター

鳥取市本町2丁目
123番地　三井生命
鳥取ビル4階

17.01㎡

行政 ・普
通財産の

区分

貸　　　付
（使用許可）
目　　　的

所　　在　　地
数量
又は
面積

貸　　　付
（使用許可）
年　月　日

H30.4.1 H27.5.29 H30.4.1～H31.3.31
鳥取市若葉台南7-5-1
（公財）鳥取県産業振興機構

333,372

H30.8.16 ・　有　　　　　・　無

照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個　数

借受先

単 価
本年度の

借料

月額・年額

合　計 156.75m2 3,072,168

建物 事務室
ビジネスサポート
オフィスとっとり

鳥取市本町2丁目123番地
三井生命鳥取ビル4階

区　分 種　別 借受（使用）目的 所　在　地
数量又は
面　　　積

契　約　の　状　況

備　考契約書
の有無

借受期間

借　　料　（円）
住　　所
氏　　名

256,014
156.75m2 有

H30.4.1
～

H31.3.31
3,072,168

東京都千代田

区大手町二丁

目１番１号

三井生命保険

株式会社



２６　貸付金等状況調べ

　（１）総括表 （単位：円）

前年度末現在
貸付残高

本年度
貸付額

償還額 不納欠損額 償還免
除額

(Ａ) (Ｂ) （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）
(Ａ＋Ｂ）－

（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ)

2,100,000,000 0 0 0 0 2,100,000,000

2,100,000,000 0 0 0 0 2,100,000,000

6,037,000 0 0 0 0 6,037,000

700,049,242 4,320,000 46,245,800 0 0 658,123,442

706,086,242 4,320,000 46,245,800 0 0 664,160,442

2,806,086,242 4,320,000 46,245,800 0 0 2,764,160,442

　（２）償還状況

（地域総合整備資金） （単位：円）

前年度末現在　　　貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免
除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ)
  (A＋B)－(Ｃ＋

F)
過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

2,100,000,000 0 小計 0 0 0 0 0 2,100,000,000

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0

本　年　度 本　年　度　末

備　考

利子

元金

区分

貸　　付　　額

中小企業高度化資金 中国ガス事業協同組合　他

特別会計　計

合　　　計

地域総合整備資金 三洋製紙株式会社

一般会計　計

小規模企業者等設備導入資金 有限会社河本組　他

備　考貸付金の名称 貸付先

貸　付　額 本年度（元金のみ）
本年度末現在

貸付残高



（小規模企業者等設備導入資金） （単位：円）

前年度末現在　　　貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免
除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ)
  (A＋B)－(Ｃ＋

F)
過年度分 6,037,000 0 0 0 6,037,000

現年度分 0 0 0 0 0

6,037,000 0 小計 6,037,000 0 0 0 6,037,000 0

過年度分 0 0 0 0 0

現年度分 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

合計 6,037,000 0 0 0 6,037,000

（中小企業高度化資金） （単位：円）

前年度末現在　　　貸付残高
本年度
貸付額

区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免
除額 収入未済額
償 還 期
未到来分

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｃ－Ｄ－Ｅ)
  (A＋B)－(Ｃ＋

F)
過年度分 507,949,454 745,000 0 0 507,204,454

現年度分 45,500,800 45,500,800 0 0 0

700,049,242 4,320,000 小計 553,450,254 46,245,800 0 0 507,204,454 150,918,988

過年度分 41,565,944 0 0 0 41,565,944

現年度分 768,112 768,112 0 0 0

小計 42,334,056 768,112 0 0 41,565,944

合計 595,784,310 47,013,912 0 0 548,770,398

利子

元金

元金

利子

区分

貸　　付　　額 本　年　度 本　年　度　末

備　考

区分

貸　　付　　額 本　年　度 本　年　度　末

備　考



特になし

特になし

○　意見、要望等
　　（１）業務に関する要望等

　　（２）監査委員事務局に対する意見・要望等


